
1 

 

一般社団法人システムイノベーションセンター      2026年 6月 2日発行 

                                       項目をクリックすることで当該記事に進みます 

 

 

                               目次 

 

 

Ⅰ センター情報 

 ① ＳＩＣ第３期（２０２６）システム科学概論連続講座「システム科学のための情報と数理」 

全６回（２０２６年６月１２日～１１月２０日）開催案内 

 

Ⅱ 会員活動  

① ２０２６年度第４回ＳＩＣフォーラム開催案内（会員限定） 

【日時】 ２０２６年６月１７日（水） １５：００～１６：１５ 

【タイトル】 「圏論による Model Based System Engineeringの展開とその動向」 

       【講師】 本多 敏氏  慶應義塾大学名誉教授 

② ２０２６年度第３回ＳＩＣフォーラム（２０２６．５．１４）開催報告  

   【タイトル】 「問題解決の２重ループ ～要求工学が接続するデザインとエンジニアリング～」 

     【講師】 山本修一郎氏 名古屋国際工科専門職大学 教授 

③ ２０２６年度第５回実行委員会（２０２６．５．１９）開催報告 

 

Ⅲ 会員企業一覧   

 

 

 

 

ＳＩＣニュースレター Vol.8.6 (８５号) 

   
寄稿 

  製造小売業のサプライチエーンにおける情報数理技術の実装の現状 
株式会社ファーストリテイリング デジタル業務改革サービス部 

                         リーダー / リードデータサイエンティスト 伊藤直紀氏 

  



2 

 

 

 

はじめに 

サプライチェーンとは、原材料の調達から製造・物流・販売に至るまでの一連のプロセスを意味し、企業活動

や個人の生活において中核的な役割を果たしている。これらのプロセスを統合的に運用し、全体最適化を志向

する経営活動がサプライチェーンマネジメント（SCM）である。 

とりわけ製造小売業（SPA: Specialty store retailer of Private label Apparel）においては、商品企画から販売

に至るまでを一貫して管理する SCMの実践により、コスト効率の向上や市場変化への迅速な対応を実現してい

る。SCMを構成する各フェーズには多様な意思決定課題が存在し、これらに対しては統計・機械学習・数理最適

化といった情報数理技術が重要な解決手段として用いられている。 

本稿では、アパレル製造小売業のファーストリテイリングにおけるサプライチェーンの上流から下流に至るま

での各工程に対し、情報数理技術がどのように活用されているかを概説する。また、その実装と運用において直

面する論点についても触れる。 

 

ファーストリテイリングにおける情報数理技術の位置付け 

ファーストリテイリングは、ユニクロ、ジーユー、プラステ、セオリーなどのカジュアル衣料品ブランドを約３０の国

と地域に展開する製造小売業の企業であり、商品企画から販売までを一貫して管理している。２０２５年８月期決算

における年間売上高は３.４兆円に達し、主なアパレル製造小売業の中で世界第３位の売上規模となっている。 

主力ブランドであるユニクロは、ブランドコンセプトとして、「LifeWear」を掲げている。トレンド重視の短サイク

ル・多品種型のファッションビジネスとは対照的に、時代に左右されない高品質な日常着を、国籍・年齢・性別を

問わずすべての人に対して手に取りやすい価格で提供している点に際立った特徴がある。 

このブランドコンセプトのもとで、グローバル規模での膨大な商品供給を実現する体制(商品企画、生産、物

流、販売、顧客サービスに至る一連の自社管理プロセス)を運営する必要があり、そのためには高度な情報処

理技術が不可欠となる。実際、ファーストリテイリングではシステム等への設備投資額（CapEx）は年間２７４億円

に達しており1、その中で積極的な IT投資を継続的に行っている。この IT 活用におけるテーマの１つに、AI お

よびアルゴリズム、すなわち情報数理技術の活用がある。 

 

サプライチェーンにおける情報数理技術活用の概観 

本章では、サプライチェーンの上流から下流に至る主要プロセスにおいて情報数理技術がどのように活用さ

れているかを概観する。ここでは、商品企画、需要予測、生産・物流オペレーション、販売チャネルという４つの

領域を取り上げる。 

①商品企画 

第一に、商品企画、すなわち「そもそもどのような服を作るべきか」という意思決定を支えるための情報処理お

よびデータ分析が行われている。ファーストリテイリングでは販売チャネルを自社で管理していることから、日々

 
1 ２０２５年８月期の統合報告書より。 

https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2025_07_sp.pdf (２０２６年５月１日閲覧) 
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の購買行動や接客を通じて「ボイス・オブ・カスタマー(VOC)」および「ボイス・オブ・ストア(VOS)」と呼ばれるお客

様や現場で働くスタッフからの情報が大量に蓄積される。これらを活用することで、企業側が想定する商品を顧

客に提案する従来型のビジネスから、顧客の潜在ニーズを起点とするビジネスへと体制を移行することが志向

されている。 

また、データ分析により、市場におけるトレンドや生活様式の変化を捉え、企画段階における商品ポテンシャ

ルの推計が行われている。この領域においては、自然言語処理や画像解析、および近年急速に発展している生

成 AI といった技術群が中心的に用いられている。 

②需要予測 

第二に、商品の販売計画を策定するためには、需要を定量的に予測することが不可欠となる。販売計画や需

要予測は、目的に応じて要求される解像度が異なる。 たとえば、生産・販売・物流の計画を常時連動させ、生

産パートナー工場との密な情報連携を実現するためには、定期的な期間での販売の見通しが必要となる。加え

て、お客様が欲しい商品を SKU(Stock Keeping Unit：在庫管理の最小単位）レベルで欠品なく確実に手に入れ

られるようにするためには、適時・適品・適量の在庫投入を実現することが求められ、その前提として、個店・

SKU単位で「いくつ売るか、いくつ持つか」を明確にした販売在庫計画を策定する必要がある。こうした目的に応

えるため、様々な需要予測の仕組みが構築されており、深層学習を含む機械学習技術が広く活用されている。 

③生産・物流オペレーション 

第三に、先述の需要予測および販売計画に基づき、商品の生産、生産物流、販売物流、在庫配分といった、

サプライチェーン上の多様なオペレーションが実行される。ここで目指しているのは、販売計画と生産計画・物

流計画が常時連動し、売れ行きに応じて柔軟に生産・輸送を調整できる「売りながらつくる」体制である。その実

現には、上流における生産・輸送の調整から、下流における倉庫配分や店舗への引当・配送に至るまで、各工

程を一貫して最適化する必要がある。これらは世界各地の工場・倉庫・店舗からなるグローバルなネットワーク

上で多様な商品を扱うものであり、各工程が固有の制約と KPIを有している。このような複雑な構造を取り扱う

ために、数理最適化やオペレーションズ・リサーチの技術が用いられている。 

④販売チャネル 

第四に、販売チャネルについて述べる。販売チャネルは企業と顧客との接点を担う領域であり、物理的な店

舗ネットワークとデジタル上の顧客接点(ECサイトやスマートフォンアプリ等)の両者から構成される。この領域に

おいて目指しているのは、お客様が欲しい商品を簡単・便利に、待たずに手に入れられる購買体験の実現であ

る。 店舗においては、RFID タグの導入により商品の所在や店頭欠品率を SKU単位でリアルタイムに把握でき

るようになり、売場レイアウトやスタッフの稼働計画を含む情報のデジタル化が進められている。これらの情報は

業務アプリを通じて販売員一人ひとりに提供され、店舗業務の効率化に寄与している。同時に、ECサイト・アプ

リのユーザビリティの改善などを通じて、顧客とダイレクトにつながる接点の強化が図られている。こうした施策

の継続的な改善と高度化を支えるために、様々なデータ解析とアルゴリズムが活用されている。 

情報数理技術の活用が検討されている業務領域は他にも多数存在する。また、これら全領域を貫く取り組みと

して、生成 AIなどの先端技術の検証も継続的に行われている。 

 

実装と運用における気づき 

筆者は情報理工学を専攻したサイエンティストとしての立場から、情報数理技術の実装と運用に取り組んでき

た。その経験を通じて実感されるのは、技術を実業務に組み込む過程で直面する事柄が、技術そのものの内側

にとどまらず、複数の異なる領域にまたがるという点である。本章では、現場を通じて見えてきた４つの点につい

て私見を述べる。 
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①業務知識の獲得 

サプライチェーン全体の最適化を達成するためには、前後のプロセスを踏まえたモデリングや、各業務領域

に応じたアルゴリズムのパラメータ調整が不可欠となる。これらは数理的な作業に閉じるものではなく、対象とな

る業務の構造、商品やサービスの特性、現場の運用実態を深く理解した上ではじめて可能となる。ここで求めら

れる業務知識は、特定の業務領域に限定された狭義のドメイン知識にとどまらない。より大きな成果を追求しよ

うとすれば、取り組みは単一の業務領域に閉じることが難しく、自ずと業務横断的な射程を持たざるを得ない。

そして射程が広がるにつれ、求められる業務知識もまた、サプライチェーン全体を貫く流れや、その背後にある

経営戦略・組織構造への理解にまで及ぶことになる。 

②統合的な設計力 

サプライチェーンの課題に対して、情報数理技術は、解決策を構成する一要素にすぎない。その効果を発揮

させるためには、情報数理技術単体の高度化にとどまらず、業務プロセスや基幹システムそのものの再構築、

商品 RFID タグ・自動倉庫といった他のテクノロジーの導入などを含めた、トータルパッケージとしての解決策が

必要となる。すなわち、技術・業務・組織を横断的に俯瞰した上で、各要素を統合的に組み立てる設計力と、そ

れを実際に動かす実行力の双方が求められる。 

③システム開発に対する理解 

統合的な設計力に関連して、システム開発に対する深い理解もまた、実装における重要な課題である。アル

ゴリズムによる計算結果を、ビジネス上の実体ある成果へと結実させるためには、その計算結果を確実に業務

へと反映する高品質なシステムが不可欠となる。特に製造小売業においては、システムの出力に応じて世界各

地の工場・倉庫・店舗で物理的に大量のモノが動くため、安定稼働の確保には細心の注意が要求される。要件

定義、設計、実装、テスト、リリース、そしてプロジェクトマネジメントに至る一連の開発プロセス全般への理解

は、自らのアルゴリズムを動かす器としての高品質なシステムを構築するための基礎となる。 

④長期的運用を見据えた設計 

最後に挙げるべきは、長期的な運用を見据えた設計の重要性である。特に企業の基幹業務を支えるシステ

ムにおいては、運用の持続可能性が決定的な意味を持つ。 

一般論ではあるが、高度で複雑なアルゴリズムを採用したシステムは、それを運用・改善できるスキルを持っ

た人員が限定されるため、運用体制の維持が長期的な課題となる。障害発生時などの非定常局面に即応でき

る専門性が必要である一方、ひとたび安定稼働期に入ると日常的な運用作業が限られるため、高度な専門人

材を常時専任で配置し続けることは現実的ではない。したがって、高度なアルゴリズムシステムを構築する際に

は、稼働後の継続的な改善・改革ロードマップと、それを支える人員の確保・育成計画を併せて設計することが

不可欠である。 

一方で、すべての領域で高度なアルゴリズムを採用することが望ましいわけではない。問題の特性によって

は、専門性を持たない担当者であっても一定の運用が可能となる、シンプルで理解しやすい解決策を組み上げ

る方が、長期的な持続性において優れている場合もある。アルゴリズムの先進性と運用の持続可能性は時に相

反するが、対象となる問題ごとに両者の均衡点を粘り強く探ることが、業務実装における本質的な論点となる。 

 

以上に述べた４つの点は、それぞれ独立した論点でありながら、実務の現場では密接に絡み合って立ち現れ

る。情報数理技術の実装とは、これらの課題に同時並行的に向き合い、サイエンティストとしての専門性を組織

と現場の文脈の中に粘り強く接続していく営みであると言える。 
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おわりに 

サプライチェーン上には、本稿で取り上げきれなかった多様なトピックが存在する。また、いったん構築された

システムであっても、グローバル環境の変化と業務改革の進展に応じて、アルゴリズムの更新と業務改善を継

続的に進めていく必要がある。 

こうした柔軟性と適応性を保つためには、事業会社自身がデータ分析業務を担う内製組織を持つことが極め

て重要だと考えている。内製によって主体的なコントロールを確保しつつ、先端技術を有するパートナーとも連

携することで、技術的なレバレッジを効かせながら業務改革を推進する。この両輪の体制こそが変化に強いサ

プライチェーンを支える基盤となる。筆者自身も事業会社におけるデータサイエンティストとして、この方向での

業務改革を継続的に推進していく所存である。 

本稿が、製造小売業におけるサプライチェーンマネジメントと AI/アルゴリズム活用の概観、ならびに実装と

運用の現場で直面する事柄について、読者の理解の一助となれば幸いである。 

 

 

【著者プロフィール】 

伊藤直紀（いとう なおき）氏 

２０１８年３月、東京大学大学院 情報理工学系研究科 数理情報学専攻 後期博士課程を修了し、博士（情報理

工学）を取得。同年４月、株式会社ファーストリテイリング入社。グローバルサプライチェーンマネジメント部、デ

ジタル業務改革サービス部を経て、２０２１年９月より現職のデータ分析チーム リーダー(Manager)を務める。数

理最適化・機械学習を基盤に、サプライチェーンを中心とした全社業務プロセスにおける AI/アルゴリズム活用

推進に従事。近年は生成 AIを活用した全社変革にも携わる。 

 

                                               （２０２６年５月１４日原稿受領） 
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① ＳＩＣ第３期（２０２６）システム科学概論連続講座「システム科学のための情報と数理」

（全６回）開催案内 

現代の複雑なシステムを理解するための「新たな知の基盤」が求められています 

 “複雑性を紐解き、未来のシステムをデザインする全６回の知的探求” 

    開催期間： ２０２６年６月１２日～１１月２０日 （全６回 対面とオンライン講義を併用） 

  第１回の対面開催場所： 新宿住友ビル４７階 新宿住友スカイルーム（第６回も同場所を予定） 

    受講料： ● ＳＩＣ正会員・準会員所属の方  

全６回の講義を通して受講の場合、受講料 30,000円/人 

講義単位で受講の場合、1講義の受講料   6,000円/人 

● 非会員の方

全６回の講義を通して受講の場合、受講料 40,000円/人 

講義単位で受講の場合、1講義の受講料   8,000円/人 

  （支払いは請求書払い） 

    詳細および申し込みは下記の URLを参照ください 

https://sysic.org/news/4993.html 

本講座の概要と開講スケジュール 

Ⅰ センター情報 

https://sysic.org/news/4993.html
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①  ２０２６年度第４回ＳＩＣフォーラム開催案内（会員限定） 
【日時】 ２０２６年６月１７日（水） １５：００～１６：１５ 

【形式】 MS-Teamsによるオンライン 

 

【タイトル】 「圏論による Model Based System Engineeringの展開とその動向」 
【講師】 本多 敏氏 慶應義塾大学名誉教授  

 

【申込方法】 ＳＩＣイベント参加登録ページ 

             https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html   

            より、記載の案内に沿ってお願いします。 

【講演概要】 

    本講演では、圏論の基本的事項の紹介の後、INCOSEが SysML、UAFにより推進している MBSEにつ

いてと、これを圏論で扱う動きの概要、ならびに、講演者が現在取り組んでいるシステムアーキテクチャ

を olog という圏で記述するいわゆる OBSE（Ontology Based Systems Engineering)への展開について説

明する。 

     通常の数学理論は集合論をもとに展開されている。集合論は、集合とその要素に対する所属関係から

構築され、集合 A、B 間の写像 fは集合 Aの各要素 aに対して、集合 Bの要素 f(a)を対応させる規

則、すなわち、積集合 A×Bの部分集合とみなすことで定義される。一方、圏論では、圏 Cを、写像の

概念を一般化・抽象化することで、対象（object）、射（morphism）として定義する。 

圏論を１９４０年代に創始したアイレンベルグとマクレーンは、ホモロジー代数（代数的位相幾何学）を

公理的に展開する過程で、異なる数学的体系の間の自然変換(natural transformation)を理解するた

めに関手（functor）の定義が必要となりそのために圏を導入した。数学の様々な分野から圏をつくりだし

て、異なった理論の間に平行して存在する手続きを統一的に理解することができるようになり、さらにそう

して構成された圏同士の構造を保存する対応関係として関手が定義され、さらにこの関手の間の射とし

て自然変換が定義される。これによって、圏から圏への関手を対象として、自然変換を射とすることで関

手の圏として抽象化される。 

 グロタンディークによる代数幾何学への展開とトポスの導入は、情報科学への展開など、様々な分野に

適用されている。システム論もその例外ではなく、MITを中心として様々に理論展開されるばかりでなく、

INCOSEでも MBSE として、様々のシステムの実装を伴いつつ推進されているが、圏論で扱う動きも活発

化している。 

 

【講師プロフィール】 

本多 敏（ほんだ さとし）氏                                                  
１９７５年東京大学工学部計数工学科卒業、同学科助手、講師を経て、１９８６年熊

本大学工学部生産機械工学科助教授、１９９０年慶應義塾大学理工学部計測工

学科助教授、１９９２年ドイツアーヘン工科大学客員研究員、１９９８年慶應義塾大

学理工学部物理情報工学科教授。２０１７年 同、定年退職。 

２０１７年４月～現在 慶應義塾大学名誉教授、慶應義塾大学大学院 SDM研究所

上席研究員。２０２５年８月～現在 JICA 日越大学支援プロジェクト 専門家/講師

（コンピュータサイエンス&エンジニアリング分野）。 

 

Ⅱ 会員活動 

https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
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② ２０２６年度第３回ＳＩＣフォーラム開催報告 
 
   【日時】 ２０２６年５月１４日（木） １５：００～１６：１５  

   【開催形式】 MS-Teamsによるオンライン  

   【参加者数】 ８８名（講師・司会者・事務局２名含む） （会員限定） 

 

  【タイトル】 「問題解決の２重ループ ～要求工学が接続するデザインとエンジニアリング～」 
【講師】  山本修一郎氏 名古屋国際工科専門職大学 教授  名古屋大学名誉教授 

 

                                                      司会 ＳＩＣ実行委員長 松本隆明 

  【講演要旨】 

    はじめに、・２極思考連続体、・社会技術システム、・SVAPI（Social Value Actor Process Information）、・ＳＩＣ 

戦略提言、・横幹連合の DX調査研究会の取組状況、の５つの話題について解説するとアジェンダを示し、 

今回の講演内容の参考文献として講師著の３冊の本（「DXの基礎知識」近代科学社 Digital:２０２０年、「情報技

術者倫理の基礎知識」近代科学社 Digital:２０２５年、「デザインエンジニアリング入門」近代科学社 Digital:２０２

６年）を紹介した。 

    １．２極思考連続体 

     ●DX と２項対立： 

 DXの誤謬の背景として、背後にある２項対立がある。 

      例えば、DXは「まずデジタル化」というが、アナログがふさわしい場合もある（アナログ VSデジタル）、「経営

主導で一気に」と言うが、現場の意向も重要（経営 VS現場）、「パッケージを導入して標準プロセスで統制す

べき」と言うが、顧客満足度を向上させるためにはカスタマイズが必要な場合がある（標準化 VSカスタマイ

ズ）、「例外は後回しに」と言うが、例外は常に起こりうる（正常 VS例外）等がある。 

●形式知が新たな暗黙知を生む： 

問題解決のために新たにパッケージやデジタルツインを導入し、形式知化してもそれが新しい制約を生みそ

の制約を回避するために現場が工夫することになる。現場の工夫が暗黙知として蓄積される。このようなこと

が起こるのは、新しい技術・システムと人間の間の本質である。 

     ●２項対立と思考法 

      ２項対立はいたる所で発生し、代表的なものに、システム思考（部分と全体）、仮想現実連続体（仮想空間と

現実空間）、野中郁次郎先生の知識創造 SECIモデル（暗黙知と形式知）等がある。 

     ●問題解決の２重ループ 

      ２重ループとは、デザインと要求工学の間で形成する外部ループと、要求工学とエンジニアリングの間で形

成する内部ループのことを言う。外部ループとは将来のあるべき姿（デザイン）を要求として定義する（提供

価値の設計）。内部ループはエンジニアリングで、その要求をシステムとして実現する（価値の実現）ことであ

る。すなわち、デザインとエンジニアリングの間に要求工学が位置づけられる。 

     ●要求の２重ループ～将来への拡張と現在への縮退～ 

      これまでのシステム開発では、あまり注目されなかった外部ループ（将来との往還）が今後重要になり、内部

ループ（現在の往還）との２極思考連続体が必須になってくる。外部ループの役割は「何のためにやるか」を

問い続け将来像の更新に応じて要求を発展することであり、内部ループは「今、実現できるか」を問い続け現

状制約で要求を引き戻すことである。すなわちデザイン/エンジニアリング連続体のバランスが重要になって

くる。 

      ●デザイン/エンジニアリング連続体の割合 

      デザイン（D）とエンジニアリング（E）の割合はテーマによって異なる。講師の見解では、例えば、ビジネスデ 

ザインは D（６５％）、E（３５％）、エンタープライズアーキテクチャは D（４０％）、E（６０％）、ソフトウエアアーキ 
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テクチャーは D（３０％）、E（７０％）と解説した。 

    ２．社会技術システム 

社会技術システムは、社会（S）と技術（T）を２極化する連続体であり、その中間に位置づけられるのが社会技 

術である。まず、課題を S→S変換して意味を生成、S→T変換して要求を具体化、T→T変換してシステムの最 

適化等を行う、T→S変換して社会的に合意できるか確認をする。従って対象とする社会技術システムの S と T 

のバランス（S/T比）が重要である。 

ＳＩＣ発行「システムイノベーションの新しい道を切り開くＳＩＣ戦略提言：２０２５．７」［参考］に掲載されている戦 

略提言６分野を社会技術システムとし、各 S と Tの比率を講師の仮説として明示したのは興味深い。 

 DXの失敗は、この S/T比の不整合で発生することを示唆した。例えば、S寄りの課題（70/30）の問題である 

にもかかわらず T寄りの実装課題（30/70）と判断したり、手法は Tより（20/80）の IT最適化にもかかわらず、S

寄り（90/10）の討議を重ねる。結果、現場に合わない・受容されない、決まらない・作れない等になる。 

   ３．Social Value Actor Process Information(SVAPI) 

      社会技術システムを具体化するときに、以下に示す①社会価値（Social Value）、②主体（Actor）、③プロセス

（Process）、④情報（Information）の４層を明確にする必要がある。そうすることにより、社会技術システムのアー

キテクチャーを明確にすることができる。 

①社会価値層：社会が維持すべき価値・倫理・制約の基準を定義する層 

②主体層：社会価値を担い意思決定・責任・役割を持つ主体群（市民、組織、AI含む） 

③プロセス層：主体が価値をじつげんするために行う活動・業務・サービス・手続きの判断と行為 

④情報層：プロセスが生み出す状態記録・証跡・データ・知識で構成される層 

社会技術システムの共通特性として、以下に示す SRGが重要であり、このことはＳＩＣ戦略提言［参考］にも書い 

てあるとの示唆があった。 

Sustainability（持続可能性）：長期にわたって維持できること 

Resilience（レジリエンス）：変化や危機に耐えられること 

Governance（ガバナンス）：誰がどう統制し説明責任を果たすか 

     また、ＳＩＣの戦略提言［参考］に述べられている SRGの内容を SVAPIの各層毎に解説した。 

   ４．ＳＩＣ戦略提言［参考］ 

      ＳＩＣ戦略提言６分野（ヘルスケア、科学技術、エネルギー、ロジスティクス、金融、防災レ・ジリエンス）に対し

て、社会技術システムの観点から見て、横断的に「良いシステムが持つべき構造」を提案できているのではな

いかと評価した。また、そこに定義されている卓越したシステムの８つの特性に対して、社会技術比（S/T）分析

をした結果を解説した。 

   ５．最後に、講師が参画している、横幹連合の DX調査研究会の目標と取組状況の紹介があった。 

 

    ［参考］ ＳＩＣホームページの https://sysic.org/center_activity/3837.html に公開されています 

 

                                                 （文責：中野一夫（実行委員）） 

   【講師プロフィール】 

    山本修一郎（やまもと しゅういちろう）氏 

   名古屋大学大学院情報工学専攻 修了。名古屋大学博士（工学）。 

日本電信電話公社電気通信研究所、NTT研究所を経て、株式会社

NTTデータ技術開発本部副本部長、初代フェロー、システム科学研究

所所長、名古屋大学大学院情報学研究科 教授、名誉教授を経て、 

名古屋国際工科専門職大学情報工学科教授 

 

 

                                                     講演中の山本修一郎氏 

https://sysic.org/center_activity/3837.html
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③ ２０２６年度第５回実行委員会開催報告 

            

               【日時】 ２０２６年５月１９日（火） １５：００～１７：００ 

【開催形式】 M-Temsによるオンライン開催 

【出席者数】 実行委員８名、監事１名、事務局１名、合計１０名 

                

                                      司会 松本隆明実行委員長 

議題 

１．報告事項                                                                                                     

   １．１ ＳＩＣフォーラム２０２６年度第３回（５月１４日）開催報告               久保忠伴事務局次長 

   １．２ ＳＩＣフォーラム２０２６年度第４回開催案内                       出口光一郎事務局長 

       日時：６月１７日（水） １５：００～１６：１５                         

       「圏論による Model Based System Engineeringの展開とその動向」 

         本多 敏氏 慶應義塾大学名誉教授（滞在先のベトナムから中継の予定） 

   １．３ 第５回以降のＳＩＣフォーラム開催予定について                   久保忠伴事務局次長 

   １．４ ＳＩＣ第３期（２０２６）システム科学概論連続講座申込状況報告             同上     

       「システム科学のための情報と数理」全６回（２０２６年６月１２日～１１月２０日） 

 

２．協議事項 （フリー討議形式） 

   ２．１ AI分科会第１回設立準備会 開催報告                        久保忠伴事務局次長 

   ２．２ 戦略提言の外部連携について                                 同上 

       「RRI-ＳＩＣ戦略的事業共創（案）」について議論 

   ２．３ 戦略提言「ロジスティクス」の深耕について                      藤野直明実行委員 

       経産省への戦略提言書説明結果の報告 

   ２．４ ＳＩＣイベント開催について                                 久保忠伴事務局次長 

         今秋にロジスティクステーマのシンポジウムの開催可能性を検討する 

  ３．広報活動 

   ３．１ ＳＩＣニュースレター６月号発行予定と今後の巻頭記事執筆予定者        中野一夫実行委員 

       ２０２６年６月号巻頭記事 

       「寄稿 製造小売業のサプライチエーンにける情報数理技術の実装の現状」 

株式会社ファーストリテーリング デジタル業務改革サービス部 

    リーダー/リードデータサイエンティスト 伊藤直紀氏 

 

  次回、次々回の実行委員会開催予定（オンライン開催） 

２０２６年度第６回実行委員会    ６月２３日（火） １５：００～１７：００  

２０２６年度第７回実行委員会    ７月２１日（火） １５：００～１７：００ 
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正会員 

ＳＣＳＫ株式会社 ＮＴＴドコモソリューションズ株式会社  

株式会社ＮＴＴドコモ 株式会社構造計画研究所  

株式会社国際電気 株式会社ＪＳＯＬ  

株式会社東芝 株式会社ニューチャーネットワークス  

株式会社野村総合研究所 株式会社日立産業制御ソリューションズ  

株式会社日立システムズ 株式会社日立製作所 研究開発グループ 

システムイノベーションセンタ 

 

東京電力パワーグリッド株式会社 

マツダ株式会社 

ロジスティード株式会社 

 

日鉄ソリューションズ株式会社 

横河電機株式会社 

 

 

準会員           

アメリス株式会社（準２） 

東京ガス株式会社（準２）                

   電脳バンク株式会社（準１） 

   NEXT WIND合同会社（準１） 

 

 （準１）：インキュベーション会員、（準２）：人財育成限定会員 

                                                       （２０２６年６月１日現在：五十音順） 
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